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概要
· 障害者の権利条約の道のり
· Nothing about us without us!

· 障害に基づく差別を禁止する条約
· 障害差別とは？
合理的配慮とは？
アクセシビリティ（第9条）と情報へのアクセス（第21条）
情報保障と障害差別、合理的配慮
条約の批准に向けての課題
障害者の権利条約に至る道のり
1971年　精神薄弱者の権利宣言
1975年　障害者の権利宣言
1981年　国際障害者年「完全参加と平等」
1987年　障害者差別撤廃条約提案（イタリア） 
　　　　　　　　＜最初の条約提案＞
1989年　障害者の権利条約提案（スウェーデン）
1993年　障害者の機会均等化に関する基準規則
条約の提案者：メキシコのヴィセンテ・フォックス大統領

Nothing about us without us ！
 私たち抜きで私に関することを決めないでください。
 障害者の参加
 参加の前提としての情報保障
2006年12月13日　国連総会が
障害者の権利条約を採択
2008年5月１２日　障害者の権利条約　発効式典　国連本部
障害者の権利条約の策定・実施過程
2001年12月　国連総会が特別委員会設置の決議
2006年8月　第8回特別委員会が条約草案を採択
2006年12月　国連総会が障害者の権利条約
                           を採択
2007年9月　日本政府が署名
2008年5月　批准国が20を越え、条約が発効
2008年11月　締約国会議（予定）
                         国際的モニタリング開始へ
2008年8月18日時点の署名・批准状況
130の署名国・地域組織
34の批准国（インド、オーストラリア、タイ、中国、バングラデシュ、フィリピン等）
最初の条約提案（1987年）から採択（2006年）まで20年かかったメリット
障害者自身の策定過程への強力な参加
精神障害者と知的障害者自身の参画
 条約の内容の充実
 「合理的配慮 」の欠如が差別として認知
手話の明確な言語的認知
情報アクセシビリティの重視
合理的配慮とは？
障害者一人一人の 障害に基づくニーズへの対応
視覚障害者：点字、拡大文字、テープ、朗読者
ろう者：手話通訳
難聴者：筆記
肢体不自由者：物理的バリアフリー
2007年4月12日　東大入学式
福島智准教授　祝辞
 「情報保障」
 情報保障（手話通訳、筆記、点字、拡大文字、朗読等）
 合理的配慮（差別禁止）
 アクセシビリティ（情報アクセシビリティ）
 条約の目的（第1 条）
 障害者のすべての人権の確保と尊厳の尊重
 社会参加を妨げる障壁（バリア）
 障害の社会モデルの反映（障害学）
条約の主な原則（第3条）
固有の尊厳、個人の自律（自ら選択する自由を含む。）及び人の自立に対する尊重
非差別
インクルージョン
差異の尊重
機会の平等
アクセシビリティ　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
障害に基づく差別とは？（第2条）
障害に基づくあらゆる区別、排除又は制限であって、政治的、経済的、社会的、文化的、市民的その他のいかなる分野においても、他の者との平等を基礎としてすべての人権及び基本的自由を認識し、享有し又は行使することを害し又は無効にする目的又は効果を有するものをいう。障害に基づく差別には、合理的配慮を行わないことを含むあらゆる形態の差別を含む。
合理的配慮とは？(第2条）
障害のある人が他の者との平等を基礎としてすべての人権及び基本的自由を享有し又は行使することを確保するための必要かつ適切な変更及び調整であって、特定の場合に必要とされるものであり、かつ、不釣合いな又は過重な負担を課さないものをいう。
障害者に関する世論調査結果
内閣府　2007年2月
Ｑ１２〔回答票１６〕　障害のある人とない人が同じように生活するためには、例えば、車椅子が利用できるように商店やレストランの入り口のスロープやトイレを整備したり、目の不自由な人や耳の不自由な人が地域の集会や会社の会議に参加できるように、点字の資料や、手話の通訳を用意したりと、いろいろな配慮や工夫が必要になることがあります。あなたは、こうした配慮や工夫を行わないことが「障害を理由とする差別」にあたる場合があると思いますか。
障害者に関する世論調査結果
内閣府　2007年2月
（25.5）(ア)差別に当たる場合があると思う
（27.4）(イ)どちらかといえば差別に当たる場合があると思う
（15.6）(ウ)どちらかといえば差別に当たる場合があるとは思わない
（20.4）(エ)差別に当たる場合があるとは思わない
（7.8）一概にいえない
（3.4）わからない
障害者に関する世論調査結果
内閣府　2007年2月
Ｑ１３〔回答票１７〕　障害のある人とない人が同じように生活していくために必要とされるこうした配慮や工夫を行うことをあなたが求められた場合、経済的な負担を伴うこともありますが、あなたはどうしますか。
障害者に関する世論調査結果
内閣府　2007年2月
（8.0）(ア)負担の程度にかかわらず、配慮や工夫を行う
（52.9）(イ)可能な範囲の負担であれば、配慮や工夫を行う
（23.7）(ウ)負担がなければ、配慮や工夫を行う
（7.3）(エ)配慮や工夫を行うことは難しい
（4.7）一概にいえない
（3.3）わからない
合理的配慮とは？(第2条）
障害のある人が他の者との平等を基礎としてすべての人権及び基本的自由を享有し又は行使することを確保するための必要かつ適切な変更及び調整であって、特定の場合に必要とされるものであり、かつ、不釣合いな又は過重な負担を課さないものをいう。
　アクセシビリティ（第9条）
1 締約国は、障害のある人が自立して生活すること及び生活のあらゆる側面に完全に参加することを可能にするため、障害のある人が、他の者との平等を基礎として、都市及び農村の双方において、物理的環境、輸送機関、情報通信（情報通信技術〔情報通信機器〕及び情報通信システムを含む。）、並びに公衆に開かれ又は提供される他の施設〔設備〕及びサービスにアクセスすることを確保するための適切な措置をとる。このような措置は、アクセシビリティにとっての妨害物及び障壁を明らかにし及び撤廃することを含むものとし、特に次の事項について適用する。
　アクセシビリティ（第9条）
(a)  建物、道路、輸送機関その他の屋内外の施設〔設備〕（学校、住居、医療施設〔医療設備〕及び職場を含む。）
(b)  情報サービス、通信サービスその他のサービス（電子サービス及び緊急時サービスを含む。）
　アクセシビリティ（第9条）
2 締約国は、また、次のことのための適切な措置をとる。
(a)  公衆に開かれ又は提供される施設〔設備〕及びサービスのアクセシビリティに関する最低基準及び指針を策定し及び公表すること、並びにこれらの最低基準及び指針の実施を監視〔モニター〕すること。
(b)  公衆に開かれ又は提供される施設〔設備〕及びサービスを提供する民間主体が、障害のある人にとってのアクセシビリティのあらゆる側面を考慮に入れることを確保すること。
　アクセシビリティ（第9条）
(c)  障害のある人が直面するアクセシビリティに係る問題についての訓練をすべての関係者に提供すること。
(d)  公衆に開かれた建物その他の施設〔設備〕において、点字表示及び読みやすく理解しやすい形式の表示を提供すること。
(e)  公衆に開かれた建物その他の施設〔設備〕のアクセシビリティを容易にするためのライブ・アシスタンス〔人又は動物による支援〕及び媒介者（案内者、朗読者及び専門の手話通訳者を含む。）のサービスを提供すること。
　アクセシビリティ（第9条）
(f)  障害のある人が情報にアクセスすることを確保するため、障害のある人に対する他の適切な形態の援助及び支援を促進すること。
(g)  障害のある人が新たな情報通信技術〔情報通信機器〕及び情報通信システム（インターネットを含む。）にアクセスすることを促進すること。
(h)  早い段階において、アクセシブルな情報通信技術〔情報通信機器〕及び情報通信システムに関する設計、開発、生産及び分配を、それらを最小の費用でアクセシブルにするようにして促進すること。
　表現及び意見の自由並びに情報へのアクセス（第21条）
締約国は、障害のある人が、他の者との平等を基礎として、第2条に定めるあらゆる形態のコミュニケーションであって自ら選択するものにより、表現及び意見の自由（情報及び考えを求め、受け及び伝える自由を含む。）についての権利を行使することができることを確保するためのすべての適切な措置をとる。このため、締約国は、特に次のことを行う。
(a)  障害のある人に対し、適時にかつ追加の費用の負担なしに、様々な種類の障害に適応したアクセシブルな様式及び技術〔機器〕により、一般公衆向けの情報を提供すること。
　表現及び意見の自由並びに情報へのアクセス（第21条）
(b)  障害のある人が、その公的な活動において、手話、点字、拡大代替〔補助代替〕コミュニケーション並びに自ら選択する他のすべてのアクセシブルなコミュニケーションの手段、形態及び様式を用いることを受け入れ及び容易にすること。
(c)  一般公衆にサービス（インターネットによるものを含む。）を提供する民間主体が、情報及びサービスを障害のある人にとってアクセシブルかつ使用可能な様式で提供するよう勧奨すること。
(d)  大衆媒体〔マス・メディア〕（インターネットで情報を提供する主体を含む。）が、そのサービスを障害のある人にとってアクセシブルなものとするよう奨励すること。
(e)  手話の使用を承認し及び促進すること。
条約自体のアクセシビリティ（第49条）
障害差別禁止・合理的配慮・
情報保障の関係
 条約は障害差別を禁止
 合理的配慮の欠如は障害差別であると定義
 手話通訳や筆記などの情報保障も合理的配慮に含まれる
 情報保障の欠如は障害差別
 情報アクセシビリティ（情報のアクセスの権利）
条約の批准に向けての日本の課題
障害差別の定義の整備
差別としての合理的配慮の欠如
救済措置の確立
障害差別禁止法 ・条例の制定
インクルーシブ教育の実現
ご静聴、ありがとうございました。
 すべての人の権利が守られる社会を目指し、障害者の権利条約の精神と文言の実現に向けて皆様おひとり、おひとりのご尽力を心 より、お願い申し上げます。
